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研究成果の概要（和文）： 沿岸域に立地する事業所の取放水や排水を積極的に利用した、閉鎖性海域における
水環境改善の可能性を検討した。
 事業所データの解析から、大阪湾奥部の沿岸域に位置する事業場から排水される流量は、大阪湾に流入する河
川流量に匹敵し、そのうち発電所排水量の割合は約80%と極めて大きく，沿岸域の流況改善に利用できる可能性
が示唆された。発電所周辺海域において現地調査と数値シミュレーションを実施し、発電所の取放水方法や流量
の変化が港域の水交換と水質に及ぼす影響を予測した。その結果、流動構造（残差流系）の変化や水交換の促進
が認められたが、その効果は港域スケールに大きく依存することなどが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The possibility of improving the water environment in highly enclosed 
coastal sea by actively using the water discharge of factories and plants was examined.
From the analysis of the factories and plants data, it was found that the flow rate discharged from 
them located in the coastal area in the head of Osaka Bay is comparable to the river discharge into 
the bay, and the thermal discharge of the power plant is about 80% of the total discharge. It was 
suggested that it could be used to improve the flow structure in the coastal area. Field surveys and
 numerical simulations were carried out in the sea area around the power plants to predict the 
effects of changes in the water intake and discharge method and flow rate on the water exchange and 
water quality in the port area. The results showed that changes in the flow structure (residual flow
 system) and promotion of water exchange were observed, but it was clarified that the effect depends
 greatly on the scale of the port area.

研究分野： 環境水理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 海域の負荷削減施策による海域の環境偏差の問題や生物生産性の低下など、いま日本の都市沿岸域が抱える新
たな課題に対して、従来の水質の規制・管理ではなく、都市沿岸域に特化した新たな環境改善策となることが期
待できる。また、環境の「保全」を目的とした事業アセスメントの課題を抽出し、これまで積極的な利用ができ
なかった事業所からの取放水を利用した停滞水域の流動・水質の制御による水環境の「再生」と「創造」と一体
化した、アセスメントの必要性と重要性を提示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通）    

１．研究開始当初の背景 

高度経済成長期に劣化した水環境の再生に向けて、これまで種々の環境施策が講じられ、良

好な水環境を取り戻しつつある。しかし、東京湾や大阪湾など、大都市を背後に抱える閉鎖性

内湾の沿岸域では未だに赤潮や青潮が発生し、期待されたほどには水質改善は進んでいない。

さらに、沿岸域を除いた沖域では、長年にわたる負荷削減施策の効果により富栄養化が解消さ

れつつあるものの、一部海域では行きすぎた陸域負荷の削減により、栄養分が不足する貧栄養

化が生じ、生物生産性の低下を招くという新たな問題も指摘されている。 

このような現況に鑑み、長年にわたり瀬戸内海の環境保全の役割を担ってきた瀬戸内海環境

保全特別措置法が2015年に改訂され、これまでの水質規制を中心とした環境施策が見直され、

水域特性に応じた水質管理と生物多様性・生物生産性の確保に向けた施策へと方針を大きく転

換した。各自治体ではその方針を受け、具体的な施策の検討が行われ、実施に移されている。 

埋立等により複雑な地形を有する都市沿岸域は、高い閉鎖性のために流動が弱く、栄養塩を

はじめ多くの物質が滞留・堆積し、陸域負荷削減による環境改善効果は現れにくい。その結果、

沿岸域では富栄養、沖合では貧栄養を示す大きな環境偏差が生じ、これが大都市を抱える内湾

の環境改善を進める上での大きな問題となっている。また、沿岸域の水環境の改善策として、

生態系を考慮した、藻場・干潟の造成や生物共生護岸の設置等も一部水域で行われてきたが、

適用可能な水域が限られ、また改善効果も限定的である。いま、都市沿岸域を対象とした抜本

的な環境改善が強く望まれている。 

従来の水質規制や水質管理ではなく、都市沿岸域に特化した新たな環境改善策が必要と考え

られる。そこで、これまで積極的な利用がなされてこなかった発電所や事業所からの取放水や

排水（人工的な水輸送系）を利用し、停滞水域の流動・水質を総合的に制御することを発案し、

環境改善の可能性と具体的な方策について検討を始めるに至った。 

 

２．研究の目的 

埋立地や港湾、水路網等で形成される都市沿岸域では、陸域から大量に流入する汚濁物質の

滞留や海底に堆積した有機物の分解による栄養塩の溶出など、高い閉鎖性に起因した水質汚濁

が生じている。このような都市沿岸域の水環境改善に向けて、長年にわたり水質規制や負荷削

減施策など種々の改善策が講じられてきたが、未だ抜本的な改善には至っていない。 

本研究では、これまでのような流入水の水質規制や負荷量削減等の方策ではなく、沿岸域に

立地する事業所の取放水や排水を積極的に利用した総合的な流動制御により、閉鎖性水域の水

交換を促進し、劣化した水環境の改善を目指すものである。 

流況・水質の現況が把握されている大阪湾沿岸域を研究対象として、水環境への影響を、現

地調査と数値シミュレーションによって予測・評価し、取放水や排水を利用した効果的な環境

改善方策を検討する。また、発電施設等の新設・更新時に実施される事業アセスメントの課題

を抽出し、汚濁が進行した沿岸域におけるアセスメントのあり方についての検討も行う。 

 

３．研究の方法 

(1) 資料の収集分析 

取放水・排水に関する基礎資料を収

集し、数値シミュレーションにおける

流出流量などの計算諸元を確定する

とともに、収集した既往の観測データ

を用いて水温、濁り、クロロフィル等

の分布特性を明らかにし、取放水・排

水の拡散状況と影響域を把握した。 

 

(2) 現地調査 

発電所周辺海域の流動水質構造と

放流水の挙動特性を明らかにするた

めに、既往の観測データが入手できな

かった湾奥東部港湾域において、2018

年 12 月と 2019 年 10 月に流況・水質

の現地観測を実施した。あわせて採水

と底泥のサンプリングも行い、持ち帰

って水質分析および底泥の栄養塩溶

出実験と酸素消費実験を行った。ま

た、海域の成層構造や貧酸素水塊の

消長も捉えるために夏季から冬季

わたって水質の長期観測も実施した。 

 

(3) 数値シミュレーション 

シミュレーションには、複雑な沿岸地形を滑らかに表現できる非構造格子を用いた FVCOM

と SCHISM を用いた。現況調査データを基に再現計算を実施し、モデルパラメータの最適化

図-1111 調査対象海域 



を行った。2 つの発電所（北部および東

部）の取放水口の位置や取放水形式、放

流水の流量や水質などを変化させた場

合のシミュレーションを行い、周辺海域

の流動、水質に及ぼす影響について解析

を行った。さらに、粒子追跡法や断面輸

送量計算により、水交換量の変化につい

ても定量的評価を行った。 

 

(4) 環境改善策の提案 

取放水・排水を利用した環境改善策につ

いて、解析結果を基に評価・検討を行っ

た。また、事業アセスメントのあり方に

ついても課題の抽出を行った。 

 

４．研究成果 

(1) 事業所排水量の資料分析 

図-2に 1m3/s 以上の排水を行う上位 9ヶ

所の事業場の位置と排水量を示す。排水

量が 1m3/s 以上の事業場は全て発電所ま

たは下水処理場であり、湾奥部に集中し

ていた。特に、発電所の取放水量はいず

れも 30m3/s を超えており、他の事業場の

排水量に比して 1 桁大きい。なお、 神

戸に立地する発電所については、発電所

に隣接する製鉄所からの排水との合計

の排水量を示しており、更新時には取放

水量の倍増が計画されている。  

大阪湾奥部沿岸（神戸市長田区～堺市）

に立地する事業場からの排水量と河川

流量の年平均値（2014 年）について、兵庫県・大阪府別の比較を図-3 に示す。大阪府域には一

級河川である淀川や大和川が流入するが、その流量の約 50％にも相当する事業場排水が流入し

ていた。一方、兵庫県内では中小河川しか存在しないため、発電所からの大量の放流水を含む

事業場排水量は河川流量の 4 倍もの値を示していた。さらに、事業場排水の内訳を見ると、発

電所からの放流水が事業場排水の大半を占めていることがわかる。このことより、高閉鎖性海

域の流動制御には、発電所取放水を用いることが効果的と考えられる。 

 

(2) 現地調査・分析 

① 湾奥東部港湾域の発電所の放水口が位置する浜寺泊地周辺における、海表面と海底直上の水

質の水平分布（2019 年 10 月 17 日）を図-4、5に示す。調査水域の北側奥の放水口周辺では温

排水による表層水温の上昇がみられるとともに、石津川からの淡水供給の影響も現れていた。

Chl。a は港内の閉鎖性の強い水域で高い値を示し、DO も高くなっていた。また、浜寺水路では、

表層水の貧酸素化もみられ、放水口前面海域では冷却用に取水された底層水の影響で低 DO 域が

拡がっていた。底層については、水深の深い窪地と浜寺水路においてほぼ無酸素を示し、強い

嫌気状態にあることがわかった。なお、12 月に実施した水質調査結果では、周辺海域よりは低

DO を示していたが貧酸素は解消されていた。調査で得られたこのような水質状況は、隣接する

堺旧港や北部港湾域でも同様の傾向を示しており、大阪湾の高閉鎖性沿岸域の特性を表してい

ると考えられる。 

 

図-2222 事業場（1m

3

/s 以上）からの排水

76.076.076.076.0    
3.43.43.43.4    

57.057.057.057.0    

30.130.130.130.1    

2.32.32.32.3    
1.51.51.51.5    

1.21.21.21.2    

1.71.71.71.7    3.43.43.43.4    

発電所 

10 km 

下水処理場 

図-3333 大阪湾奥部における事業場排水量と河川流量 
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図-4444 水質分布（海表面） 図-5555 水質分布（海底直上） 



② 図-6 に放水口周辺の詳細な水温、DO の鉛直構造を示す。放

水口から放出された温排水は、水温約 29℃、DO 約 2 mg/L を有

し、前面海域に拡がっていた。東側では石津川からの淡水流入

の影響により、水面下 2〜3m に低 DO のピークが現れ、特異な鉛

直構造を有していた。温排水の環境影響評価では、主に水温や

流動への影響が検討されてきたが、水温と同様に低 DO 水が港域

に拡がることがわかった。一方、埋立地を挟んで隣接する港域

では 30m

3

/s もの貧酸素化した底層水が取水により港外に除去さ

れており、その効果は大きいと考えられる。 

 

(3) シミュレーション解析 

① 湾奥北部港湾域に立地する発電所周辺海

域における、海水交換日数の算定を行った結

果、いずれのケースも交換日数に大きな変化

は見られなかった。これは、この海域の流況

が潮流に強く支配されていることと、この発

電所では取放水が同じ港域内で行われてい

るためと考えられる。このことから、この港

域では取放水量の増加は必ずしも海水交換

を大きく促進することにならず、残差流を強

化する方向に取放水を行うことによって、港

湾スケールの混合拡散を促進させることが

可能と考えられる（図-7、8）。また、表層の

低塩分水塊を取水し底層に放水しても、港湾

スケールの密度分布に大きな変化は生じな

かった。これは、放流水が低塩分高水温とな

り密度が大きく低下したことによる。 

この港域の流況・水質改善のためには、港

内の残差流系を考慮して取放水の量に加え、

取放水口の位置や向きを決定する必要があ

ることがわかった。 

 

② 湾奥東部港湾域に立地する発電所周辺海

域における、表層の残差流を図-9 に示す。取放水がない場合（case01）は、現況（case02）に

比べて浜寺水路を時計回りに流れる残差流が強くなり、南側の港域にも弱い残差粒が発生して

いた。この結果より、温排水の流入により港域の表層流動が弱化したことが予想される。この

流況の変化は上層で顕著であるが、下層では変化はほとんど見られなかった。また、他の期間

の計算も行ったところ、計算時期によって時計回りの残差流の強弱は変化したが、どの場合も

温排水放流の影響は港域に拡がっていた。 

 

 

 

 

図-6666 放流口全面の水温，DO 分布 

Case1   D = 

図-7777 水深 1m（左）と 10m（右）の残差流 

（上：現況，下：計画流量（現況×2） 

Case3   D = 
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図-8888 密度σtと残差流の鉛直分布 
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③ この東部港域における取放水の水

交換への影響を評価するために、3 水

深に分けて、0～10ｍ、11〜20ｍ、21

〜30ｍの各層それぞれに仮想粒子を

配置し、その挙動計算を行った。0～

10m に初期配置した場合の結果を図

-10 に示す。粒子の港外への流出や残

留状況が可視化され、その違いが現れ

ている。流出率（＝流出粒子数／初期

粒子数）によって水交換を表せば、図

-11 のように得られた。case3 は放水

口の位置を、case4 は放水口の向きを

変化させた場合の結果である。上層で

は各ケースで 10％程度の差異があっ

たが、底層ではほとんど違いがなかっ

た。放水量の残差流への影響は、放水

口付近で大きく現れているが、水交換

性の向上には大きくは現れなかった。

これは、水交換が放水流量とともに、

港域スケールに大きく依存するため

と考えられる。この港域スケールでは、

温排水量に比して港口での潮汐によ

る水交換量が極めて大きく、実質

30m

3

/s の水交換量が付加されても、そ

の量は相対的に少ないために、効果が

大きく現れなかったものと考えられ

る。 

 

(4) 水質改善方策 

① 観測結果と解析結果より、発電所の取放

水を用いて水域の水質改善を行う場合には、

流況改善による港域の水交換向上という視

点だけではなく、水質悪化した水塊の排除と

いう視点から、貧酸素化した底層水や富栄養

化した水塊を冷却水として取水し、港外へ排

水するというような直接的な物質の系外除

去が最も効果的と考えられる。また、底層放

流による鉛直混合と水平循環の促進も、範囲

は限定的であるが港内の水質改善に有効と

考えられる。 

 

② 発電所取放水は大きな運動量と熱量を有

しており、流動制御や水質改善に大きなポテ

ンシャルを有していることが明らかとなっ

た。しかし、これまで施設の新設や更新時の

事業アセスメントにおいては、「環境保全」

が謳われ、周辺環境に悪影響が及ぶ恐れがあ

る場合には、「回避、低減、代償措置」を講

ずることになっている。つまり、環境へのマ

イナス効果の低減が「環境への配慮」と考え

られている。都市沿岸域では、環境の「保全」

ではなく「改善」、「再生」、「創造」が望まれている。このような海域では事業の環境へのプラ

ス面も評価し、水環境の改善施策と一体化した事業アセスメントの実施が必要と考えられ、そ

のための法整備も望まれる。 

 

図-9999 表層残差流分布 

（左：取放水なし，右：現況） 

図-10101010  上層粒子の 5日後の平面分布 

（左：取放水なし，右：現況） 

図-11111111 粒子の港外流出率の経時変化 
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